
事業番号 - - -

（ ）
事業名

グローバルICTインフラの構築の促進に向けた諸外国との戦略
的連携の推進

担当部局庁 国際戦略局 作成責任者

事業開始年度 令和元年度
事業終了

（予定）年度
令和3年度 担当課室

2022 総務 21 0149

令和4年度行政事業レビューシート 総務省

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

グローバルICTインフラ（光海底ケーブルや衛星通信システム等国境をまたぐ国際通信を支えるインフラ）について、潜在的な需要、案件形成状況、外国政府・
企業の関与に係る情報を一元的に集約・分析するとともに、潜在案件について基礎的な調査を実施し、関係機関等のステークホルダーと共有することで、そ
の効果的関与・受注につなげる

参事官室 参事官　菱田　光洋

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
総務省設置法第４条第１項第57、58、59号

関係する
計画、通知等

「インフラシステム海外展開戦略2025」（令和2年12月経協イ
ンフラ戦略会議決定）
「成長戦略実行計画（令和3年6月閣議決定）」
「成長戦略フォローアップ」（令和3年6月閣議決定）
「経済財政運営と改革の基本方針2021」（令和3年6月閣議決
定）

翌年度へ繰越し ▲ 90 ▲ 150 - -

150 -

令和5年度要求

当初予算 - 22 47 - -

補正予算 90

- 90 150 - -

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

グローバルICTインフラは、今後、5Gの普及に伴い、大容量の国際通信を支えるものとしてその重要性が高まっており、それ自身としての重要性に加え、他の
ICT関係案件の展開の基礎となる重要性を持つ。また、グローバルICTインフラプロジェクトの実施にはコストの高さやリスク分散の観点から、コンソーシアムが
形成される等、様々なステークホルダーが関与し、さらに各国の許認可が必要である等、参入障壁が存在するため、グローバルICTインフラ取り巻く状況につ
いて、基礎調査を実施し、必要に応じて関係企業や関係国に対して情報共有を行い、我が国企業が積極的に大型案件に関与するための支援を実施する。

実施方法 委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 0 90.4 116

計 0 112 197 0 0

予備費等 - - - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

主な増減理由

- - - -

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- 53% 247%

執行率（％） - 81% 59%

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

活動内容
（アクティビ

ティ）

有志国等とのグローバルICTインフラに関する第三国連携、国際機関での連携を含む連携協力体制の強化を目的とした相手国産官学との共
同ワークショップの開催や共同研究等の実施、及び我が国のグローバルICTインフラ・サービスの安心・安全の確保のために今後連携の強化
が必要な各国の産官学に対する継続的な支援・協力体制の確立のための調査研究の実施。

活動内容
（アクティビ

ティ）

有志国等とのグローバルICTインフラに関する第三国連携、国際機関での連携を含む連携協力体制の強化を目的とした相手国産官学との共
同ワークショップの開催や共同研究等の実施、及び我が国のグローバルICTインフラ・サービスの安心・安全の確保のために今後連携の強化
が必要な各国の産官学に対する継続的な支援・協力体制の確立のための調査研究の実施。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標

グローバルICT環境を整備
基礎調査を実施したグロー
バルICTインフラプロジェク
ト件数

活動実績 件 - 4

執行額／基礎調査を実施したグローバルICTインフラプ
ロジェクト件数

- 22.6 19.3 -

計算式

単位 令和元年度

6 - -

当初見込み 件 - 4 6 - -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト 百万円

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

当初見込み 件 - - 3 - -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

我が国ICTの需要を喚起
基礎調査等の情報共有（セ
ミナー、意見交換等）件数

活動実績 件 - 18

116/6 -

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

　　百万円/
件 - 90.4/4

9 - -



6.ICT分野における国際戦略の推進

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

件 - 3

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

年度 5 年度
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

-

計算式
　　百万円/
件 - 90.4/18 116/9 -

執行額／基礎調査等の情報共有（セミナー、意見交換
等）件数

単位当たり
コスト 百万円 - 5 12.9

0 -

目標値 3 - 3

基礎調査等実施年度から5
年以内に３件のグローバル
ICTインフラプロジェクトに
日本企業の参入

基礎調査等実施年度から5
年以内における日本企業
のグローバルICTインフラプ
ロジェクト参入件数 達成度 ％ - 0 0 - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
2016年～2020年頃に完成する光海底ケーブル　47件、うち13件において日本企業が関与（総務省調査）

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.soumu.go.jp/main_content/000766422.pdf

該当箇所
(8) グローバルICTインフラの構築の促進に向けた諸外国との戦略的連携の
推進（令和元年度）
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取組
事項

分野： -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関

係

政
策
評
価

政策 V.情報通信（ICT政策）

施策

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○ 実施・請負先の選定においては、一般競争入札方式により
透明性・競争性を確保している。一者入札案件については、
入札辞退者に対してヒアリングを実施し、原因の分析を行
い、今後を事業の請負等を行う際には競争性を確保した形と
なるよう努める。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

グローバルICTインフラはICT関係案件の展開の基礎であ
り、世界的に通信需要が伸びる中、我が国企業のグローバ
ルICTインフラプロジェクトへの参入を包括的に支援すること
は社会ニーズに合致している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

グローバルICTインフラプロジェクトの実施には、相手国政
府、通信事業者、敷設事業者、金融機関等の多数の関係者
が関与しており、民間事業者レベルで有望なプロジェクトを
見極め、参入することには限界があるため、国を挙げたバッ
クアップ体制を構築する必要がある。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
ICT産業は我が国の経済成長を支える重要な産業であり、ま
た、海外へのインフラ展開は政府の政策上重要な課題であ
ることから、政策体系の中で優先度の高い事業である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○
予定していた案件が相手国との調整が不調に終わり、実現
できなかったことに加え、予定通り執行した案件も当初予定
していた額よりも少ない額で契約を行ったため。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
事業の請負にあたっては、事前に複数者から見積を取得し、
コストの削減に努めている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
実施案件については項目毎の単価や必要性について精査
を行い、優先度の高いものに限定している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

○

本事業は潜在的案件発掘等の基礎調査が中心であり、調査
結果は特定の企業ではなく、ICTインフラの海外展開に関わ
る機関・事業者等に幅広く裨益するものであり、国が主として
負担したことは妥当である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
価格と品質等の観点から、競争入札により最も優れた提案
者を選定していることから、単位当たりコストの水準は妥当で
ある。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐ -

成果実績 件 - 0



- -

外部有識者の所見

点検対象外																																																	

行政事業レビュー推進チームの所見

終
了
予
定

令和３年度をもって事業終了。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

・グローバルICTインフラは質の高さや敷設・構築ノウハウを強みとする我が国ICT企業の競争力を活かせる分野である一方、国境を越える大
型プロジェクトの実施には、相手国政府、通信事業者、敷設事業者、金融機関等の多数の関係者が関与しており、民間事業者レベルで有望な
プロジェクトを見極め、参入することには限界がある。また、コロナ後の社会情勢の変化により、ICTインフラの安心・安全性の確保が国際的に
ますます重要となっており、また、物理的な移動が制限される中で、国内外との自由なデータ流通の確保の重要性も増している中、サイバー攻
撃やデータ流通は国境を越えて行われることを踏まえると、サイバーセキュリティ分野やData Free Flow with Trust(DFFT)の推進における国際
的な連携の強化は必要不可欠である。
・以上から、本邦企業の海外大規模プロジェクトへの関与のための市場環境の醸成や安心・安全なグローバルICTインフラの構築に寄与する
国際的な連携強化といった取組は必要である。

改善の
方向性

令和3年度にて事業終了。

-

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
最終的なグローバルICTインフラの受注は重要な目標だが、
インフラの規模・性質を鑑みると受注までにはある程度の調
査の積上げが必要。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐ -

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
効率的な予算の執行により、各種調査研究等について、当
初の見込み通りの活動実績を上げることができている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ‐

関
連
事

業
関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

予
定
通
り

終
了

令和３年度をもって事業終了。

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

令和元年度

令和3年度

令和2年度 総務省 0152

01552021 総務 20

総務省 新32 0027



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

支出先上位１０者リスト

A.

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が

A.三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社 B.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

調査請負費
国内外における安全・安心な通信インフラの
構築に係る調査事業

67 - - -

計 67 計 0

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

1 99.5％ -

3 株式会社プロット 1120001070120

セキュアなファイル授受に
よるセキュリティ対策ソ
リューションの適用可能性
の調査

10
一般競争契約
（総合評価）

1

2
一般社団法人日本
ネットワークインフォ
メーションセンター

4010005004371

自由で開かれた一つのイン
ターネットの維持に向けた
インターネットガバナンスに
関する調査研究

14
一般競争契約
（最低価格）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
三菱ＵＦＪリサーチ＆
コンサルティング株
式会社

3010401011971
国内外における安全・安心
な通信インフラの構築に係
る調査事業

67
一般競争契約
（総合評価）

2 76.4％ -

-

5
一般社団法人ICT-
ISAC

5010405014647

通信分野における情報セ
キュリティに関するISAC国
際連携のあり方に関する調
査の請負

8
一般競争契約
（総合評価）

1 99％ -

70.9％ -

4 株式会社ＡＳｔａｒ 2011001050485
サイバーセキュリティ対策
に係る日ASEAN間のISP連
携の在り方に関する調査

10
一般競争契約
（総合評価）

2 65.6％

1 99.5％ -6
株式会社富士キメラ
総研

9010001055406

サイバーセキュリティ製品・
サービスに係る国内企業
の海外展開に係る意向調
査

7
一般競争契約
（総合評価）

総務省

１１６百万円

民間企業等（6社）

１１６百万円

調査研究の請負等

請負【一般競争契約（総合評価等）】

事務費

０百万円

職員旅費


	行政事業レビューシート

